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平成１２年３月期　 中 間 決 算 短 信　　　　　　　　　　　　平成  平成１１年１１月１１日

  上 場 会 社 名 ミ ネ ベ ア 株 式 会 社 　　上場取引所(所属部)   東証・大証・名証各第 1部

  コ ー ド 番 号 ６４７９

  本 社 所 在 地 長野県北佐久郡御代田町大字御代田

                                        ４１０６番地７３

  問 合 せ 先 責任者役職名　取 締 役 経 理 部 長

　 氏　　　　名　大 木 貞 彦 　　Ｔ　　Ｅ　　Ｌ　　(０３)５４３４－８６１１

  中間決算取締役会開催日 平成１１年１１月１１日　　　 　　中間配当制度の有無   無

１．１１年９月中間期の業績 (平成１１年４月１日～平成１１年９月３０日)

（１）経 営 成 績                                                 （金額は百万円未満を切り捨てて表示しておりま

す｡）

売　上　高  (対前年中間期増減率) 営 業 利 益  (対前年中間期増減率) 経 常 利 益  (対前年中間期増減率)

 １１年９月中間期

 １０年９月中間期

         百万円          　％

    ９１,７９３  (△１１.２)

  １０３,３２７  (△  ８.５)

         百万円        　　％

  　　４,５５９　(△３３.２)

    　６,８２０  (　３４.７)

         百万円        　　％

    　５,６０４　(△４１.８)

    　９,６３４  (　１４.９)

 １１年３月期   １９８,３０４     １３,８７６     １８,０６５

中間(当期)純利益  (対前年中間期増減率)
１ 株 当 た り

中間(当期)純利益
会 計 処 理 基 準

 １１年９月中間期

 １０年９月中間期

         百万円        　  　　％

  △２２,１３３　　　(  － )

    　３,１３７　    (△１３.４)

　　　円　　銭
    　△５５　６４
          ７　８９

中間財務諸表作成基準

中間財務諸表作成基準

 １１年３月期     １１,１２３            ２７　９７

１１年９月中間期　３９７,８２９,０４９株

１０年９月中間期　３９７,５１７,６５７株(注) 1. 期 中 平 均 株 式 数

１１年３月期　　　３９７,６５１,９７７株

     2. 会計処理の方法の変更　　無

     3. １１年９月中間期につきましては、税効果会計を早期に適用しております。

（２）配 当 状 況

１株当たり中間配当金 １株当たり年間配当金

 １１年９月中間期

 １０年９月中間期

　　　　　　円　　銭
　　　　　 －
　　　　　 －

（注）１１年９月中間期配当金の内訳

        該当事項はありません。

 １１年３月期 　　　　　７円００銭
  

（３）財 政 状 態

総　　  資　　  産 株　 主　 資　 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本

 １１年９月中間期

 １０年９月中間期

　　　　　　　　百万円
　 ３７９,８８７
　 ３９５,７４８

　　　　　　　　百万円
　 １７６,６９７
　 １８７,６１２

　　　　　　　　％
４６.５
４７.４

　　　　　円　　　銭
　　４４４　　１２
　　４７１　　６４

 １１年３月期 　 ４０８,８４４ 　 １９５,６００  ４７.８ 　　４９１　　７２

１１年９月中間期　３９７,８５６,１０５株

１０年９月中間期　３９７,７８４,３０８株(注) 1. 期末発行済株式数

１１年３月期　　　３９７,７８７,８２８株

　（①額面株式　　②１単位の株式数　１,０００株）

     2. 中間期末の有価証券の評価損益  １,５１３百万円

     3. 中間期末のデリバティブ取引の評価損益 　　－

２．１２年３月期の業績予想(平成１１年４月１日～平成１２年３月３１日)

１株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

期　　末

 １ ２ 年 ３ 月 期
             百万円
 　 　１９０,０００ 　　

             百万円
        １１,５００

　　　 　　　百万円
      △１９,０００  

　　円　　銭
　７　００

　　円　　銭
　７　００



－２－

(参考) 1 株当たり予想当期純利益　　　△４７円７６銭

添　付　資　料

１.  経   営   方   針

（１） 会社の経営の基本方針

　現在は、国境を超えた大規模な業界再編が進むなど世界的な経済激動期であり、事業環境としては非常に厳しい時

期でありますが、当社は、激動期こそ企業が真価を発揮し、飛躍するチャンスの時であると考えております。

　このためには、激動の本質を直視した戦略と、その戦略への確実な取り組みが不可欠であり、この激動期を飛躍に

つなげるための戦略として、当社は「製品の品質の高度化」「財務体質の強化」を中心とした企業運営の強化に経営

資源を集中して取り組むと共に、今までと同様に社内外に対して解りやすい「透明度の高い経営」の実践を心がけておりま

す。

また、「環境保全活動」には、当社が世界各地で事業を展開する上で最重要テーマの一つとして従来から徹底した取

り組みを続けております。

（２） 会社の利益配分に関する基本方針

　当社の配当政策の基本的な考え方は株主への利益還元、事業展開並びに企業体質の強化等を総合的に勘案しながら、

安定した配当を継続することが重要であると考えております。

　従って、内部留保資金は、企業体質の強化と今後の新たな成長につなげるための事業資金に充当する所存でありま

す。

（３） 中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題

　当社は先に述べた会社経営の基本方針に基づき「徹底した一貫生産体制」「大規模な量産工場」「整備された研究

開発体制」を世界各地で展開し、世界最強の総合精密部品メーカーを目指しております。

（４） 会社の経営管理組織の整備等に関する施策

　当社は厳しいビジネス環境に対応し、適宜適切な経営施策を組織的且つ能率的に推進して行くため、日本・アジア

地域、欧米地域、各営業本部を廃止し、営業本部に統合、また、業務、企画、管理、経理財務の四本部組織を廃止し、

管理部門全般の業務を掌握するため、東京事務管理部門会議を設置し、｢業務組織及び運営規定｣を制定致しました。

２.  経   営   成   績

（１） 当中間期の概況

　当中間期のわが国経済は、政府の一連の経済対策により景気は下げどまりの状況にあるものの、民間設備投資や個

人消費は振るわず、長期にわたる停滞が続いております。一方、米国経済は堅調に推移し、欧州経済は明るさが増し

てまいりました。アジアについても、漸く通貨危機からの回復が見え始めました。

　このような状況の下で、当社の主力部門でありますベアリング部門、電子機器及び部品部門は、東南アジア地域に

おいて情報通信機器関連業界向けの需要が増加致しましたが、国内市場は景気低迷の影響、及び価格競争の激化によ

り厳しい状況が続きました。

　当社はかかる経営環境の中で、生産効率、品質向上、販売活動の強化に努め、業績の向上をはかりましたが、売上

高は９１,７９３百万円、営業利益は４,５５９百万円、経常利益は５,６０４百万円と前年中間期比でそれぞれ１１.

２％、３３.２％、４１.８％減少致しました。

　また、当中間期に、経営資源の集中及び財務体質の改善をはかるため、全額出資子会社であるミネベア信販株式会

社の株式等の譲渡及び他の関係会社の整理等を決定したことに伴い、それらに対する貸付金、出資金等について必要

と思われる貸倒引当金及び株式評価損を関係会社事業整理損として特別損失に４２,１１３百万円を計上致しました。

一方、税効果会計を当中間期から早期に適用し、法人税等調整額に１４,６５４百万円計上致しました。

　この結果、誠に遺憾ながら、中間純損失は２２,１３３百万円となりました。

（２） 通期の見通し

　当下半期につきましては、わが国の景気は漸く緩やかな回復が見込まれ、アジア経済は順調な回復が期待されます。

欧州経済も明るさが増してきましたが、米国経済は景気拡大が続いているもののインフレ懸念が徐々に高まる等、不

透明な状況にあります。

　当社はかかる情勢に対処し、国内外の製造部門、販売部門の更なる強化と財務体質の改善に努め、業績の一層の向

上をはかる所存であります。

（３）｢コンピューター西暦２０００年問題」への対応状況等

① 対応状況等

   ａ．取組方針

 　当社は、コンピューター西暦２０００年問題（以下「２０００年問題」という）をミネベアグループの最重

要経営課題の一つと認識し、ミネベアグループ各社が一体となって対応を進めております。
   ｂ．取組体制と対応の進捗状況

 　１９９７年６月に、ミネベアグループ内のコンピューターに起因する２０００年問題に対応するための

「２０００年問題推進プロジェクト・チーム」を設置し、諸対策を講じてまいりました。その後危機管理計画



－３－

も含め、２０００年問題の対応に漏洩なきを期するため、１９９９年３月に、上記「２０００年問題推進プロ

ジェクト・チーム」を発展的に解消し、営業・製造各本部長（専務取締役）、システム部長（取締役）、法務

部長（取締役）をメンバーとする「２０００年問題対策委員会」を設置すると共に、その下部組織として、各

製作所、事業部、関連会社等に「２０００年問題実務委員会」を設置し、以下の諸対策を推進してまいりまし

た。

(a) ミネベアグループ内で使用中のパソコン、ＣＡＤシステムを含むコンピューター､マイコンチップ内蔵

の生産設備、社有機等での２０００年問題発生の可能性の有無とその対策の確認、並びに模擬テスト。

自社製ソフトウェアの修正、及び模擬テスト

(b) ミネベア製品での２０００年問題発生の可能性の有無とその対策の確認

(c) 原材料納入業者での２０００年問題対応状況の確認等

　これらの対策の結果、ミネベアグループ内のコンピューターに起因する２０００年問題の発生は、ほぼ回

避出来る見通しとなっております。また、原材料納入業者の２０００年問題への対応状況の把握及び対応が

不十分な業者に対する対応策を策定いたしました。

② 対応のための支出金額等

 　当社の２０００年問題に要する費用は４６５百万円を予定しております。この内２０３百万円が前期までの損

益に含まれています。当中間期に要した費用は１８２百万円であり、当期通期では２６２百万円を予定しており

ます。

 　同様に、ミネベアグループの総費用は１,０５１百万円を予定しております。この内７１３百万円が前期までの

損益に含まれています。当中間期に要した費用は２３８百万円であり、当期通期では３３８百万円を予定してお

ります。

③ 危機管理計画等

 　２０００年問題は、全世界の企業等で使用されている全てのコンピューターに係わる問題であるため、電力、

水等の供給停止、原材料の入荷停止、輸送機関の停滞等外部要因により、ミネベアグループが、供給責任を全う

することが困難になる可能性もあります。

 　当社は、こうした外部要因による２０００年問題が発生した場合でも、ミネベアグループへの影響を最小限に

すべく、また、不測の事態によりミネベアグループ内で２０００年問題が発生した場合にも、お取引先に対する

ご迷惑を最小限度に抑えるべく、危機管理計画を作成しております。



－４－

３． (１) 中  間  貸  借  対  照  表                                             　　　　　 　　  　　(単位：百万円

当中間会計期間末 前中間会計期間末
前 事 業 年 度 末 の         

要 約 貸 借 対 照 表         

平成１１年９月３０日 平成１０年９月３０日

比  較  増  減
平成１１年３月３１日

          　 期    別

 科    目
金     額 構 成 比 金     額 構 成 比 金     額 率 金     額 構 成 比

 　 ( 資 産 の 部 )

 流  動  資  産

現 金 及 び 預 金        

    受 取 手 形        

    売 掛 金        

 　 有 価 証 券        

　  た な 卸 資 産        

    関係会社短期貸付金

　　繰 延 税 金 資 産        

 　 そ の 他        

 　 貸 倒 引 当 金        

   流 動 資 産 合 計       

 固  定  資  産

   有形固定資産       

   無形固定資産       

   投資その他の資産

　  関 係 会 社 株 式        

 　 関係会社出資金        

 　 関係会社長期貸付金

　  繰 延 税 金 資 産        

    そ  の  他        

　  貸 倒 引 当 金        

   投資その他の資産合計

   固 定 資 産 合 計       

 繰　延  資  産

１５,８６７

７,６９９

５０,３８９

９,５３３

１５,７０９

３８,５００

４,３５７

７,４３７

△　　４４８

１４９,０４５

３２,４７２

１２８

   

１５２,９６３

２１,６６９

２３,３３０

１６,３４１

３,２４６

△１９,４０２

１９８,１４９

２３０,７５０

９１

      ％

　３９.２

　６０.８

    ０.０

  ２１,９５２

　　８,７９６

　５９,３９８

　　６,４６８

１８,１４８

－

－

２１,８２１

△ 　　４８５

１３６,１００

　

　３３,７６６

　　　 １２２

　　

１６７,３６１

２０,９２１

４０,９７２

－

３,８３６

△　７,５６５

２２５,５２６

２５９,４１５

２３２

      ％

  ３４.４

  ６５.５

   ０.１

△　６,０８５

△　１,０９６

△　９,００８

３,０６５

△　２,４３９

３８,５００

４,３５７

△１４,３８４

３７

１２,９４５

　

△　１,２９４

６

△１４,３９７

７４７

△１７,６４１

１６,３４１

△　 　５９０

△１１,８３６

△２７,３７７

△２８,６６５

△ 　　１４１

      ％

  

　　９.５

△１１.０

△６０.７

  ４２,８２９

　　８,０３５

　５２,１７６

　１０,０６０

１６,６３３

９,４００

－

７,１２９

△　　 ４２２

１４５,８４３

　３３,５６６

　　　 １２６

１６８,９５１

　２１,６６９

４２,３１０

－

３,５２１

△ ７,２７４

２２９,１７９

２６２,８７２

１２８

   　 ％

  ３５.７

  ６４.３

    ０.０

資　産　合　計 ３７９,８８７ １００.０ ３９５,７４８ １００.０ △１５,８６１ △　４.０ ４０８,８４４ １００.０

 
  当中間会計期間末 前中間会計期間末 前 事 業 年 度 末        

(注)  1．有形固定資産の減価償却累計額    ５１,５６３百万円 ４９,７２７百万円 ５０,８６１百万円

   2．保証債務    ６６,１０９百万円 １１３,１１１百万円 １０４,５８３百万円

   3．自己株式 (有価証券に含めております。）

  　　　株　式　数 １,９３６株 　 ３６２株 １,２１４株

　　　金　　　額 　２百万円 ０百万円 １百万円

 4．転換社債の転換による新株発行額 　 　　　６１百万円 １,１１７百万円 １,１２０百万円

　　同 発 行 済 株 式 数 の 増 加               　 　　　６８千株 １,３１３千株 １,３１７千株

　　同 資 本 組 入 額               　　　３０百万円 ５５８百万円 ５６０百万円



－５－

                                                                               　　　   　 　   　　　(単位：百万

円)

当中間会計期間末 前中間会計期間末
前 事 業 年 度 末 の         

要 約 貸 借 対 照 表         

平成１１年９月３０日 平成１０年９月３０日

比  較  増  減
平成１１年３月３１日

          　 期    別

 科    目
金     額 構 成 比 金     額 構 成 比 金     額 率 金     額 構 成 比

 　 ( 負 債 の 部 )

 流  動  負  債

    支 払 手 形        

    買  掛  金        

　  短 期 借 入 金        

　　長期借入金(1 年以内返済)

　　未 払 法 人 税 等        

　　未 払 事 業 税 等        

　　賞 与 引 当 金        

 　 そ  の  他        

   流 動 負 債 合 計       

 固  定  負  債

    社      債        

　  転 換 社 債        

 　 長 期 借 入 金        

 　 退職給与引当金        

   固 定 負 債 合 計       

負　債　合　計

 　 ( 資 本 の 部 )

 資　　本　　金

 資 本 準 備 金

 利 益 準 備 金

 その他の剰余金

　　任 意 積 立 金        

　　中間(当期)未処分利益

　　中間未処理損失        

   その他の剰余金合計

   資　本　合　計

３,７７５

３１,７０８

３７,１８６

５,６８１

１７

－

１,８７３

４,５５１

８４,７９５

３５,０００

４２,０２９

４１,２３９

１２５

１１８,３９４

２０３,１８９

６７,６９５

９４,１９３

１,５１３

２６,０００

－

１２,７０４

１３,２９５

１７６,６９７

      ％

２２.３

３１.２

５３.５

１７.８

２４.８

０.４

３.５

４６.５

   ４,６１８

　３８,１３０

　４４,６４６

　　６,８６４

　　 　１７

　　　 　２０

　　１,９８１

　　５,０１３

１０１,２９３

　２５,０００

　４２,０９４

３９,６００

　　 １４８

１０６,８４２

２０８,１３６

６７,６６３

　９４,１６１

　　１,２２３

１８,０００

６,５６４

－

２４,５６４

１８７,６１２

      ％

  ２５.６

  ２７.０

  ５２.６

  １７.１

 ２３.８

    ０.３

    ６.２

４７.４

△     ８４３

△  ６,４２１

△  ７,４６０

△  １,１８３

　　０

△       ２０

△     １０７

△     ４６１

△１６,４９７

　

１０,０００

△       ６５

１,６３９

△       ２２

１１,５５１

△  ４,９４６

△

３２

３２

２９０

８,０００

△  ６,５６４

１２,７０４

△１１,２６９

△１０,９１４

      ％

△１６.３

１０.８

△ ２.４

０.０

０.０

２３.７

△４５.９

△  ５.８

３,９４７

３２,５０８

４３,３０９

６,５６７

１,０４２

      　－

１,７９１

４,６９４

９３,８６２

 ３５,０００

 ４２,０９１

４２,１５３

    １３７

１１９,３８１

２１３,２４３

  ６７,６６４

  ９４,１６２

   １,２２３

  １８,０００

１４,５５０

－

３２,５５０

１９５,６００

   　 ％

  ２３.０

  ２９.２

  ５２.２

  １６.５

  ２３.０

    ０.３

    ８.０

  ４７.８

負債及び資本合計 ３７９,８８７ １００.０ ３９５,７４８ １００.０ △１５,８６１ △  ４.０ ４０８,８４４ １００.０

  
                                                                    

                                                                                                                                                                                                                                                   



－６－

(２)  中  間  損  益  計  算  書                                            　　　　　      　　(単位：百万円)

当中間会計期間 前中間会計期間
前 事 業 年 度 の         

要 約 損 益 計 算 書         

自 平成１１年４月 １ 日
至 平成１１年９月３０日

自 平成１０年４月 １ 日
至 平成１０年９月３０日

比  較  増  減
自 平成１０年４月 １ 日
至 平成１１年３月３１日

          　 期    別

 科    目
金     額 百 分 比 金     額 百 分 比 金     額 率 金     額 百 分 比



－７－

  

 売 上 高        

 売 上 原 価        

　売 上 総 利 益         

 販売費及び一般管理費        

  営 業 利 益         

 営 業 外 収 益        

 　 受 取 利 息        

 　 受 取 配 当 金        

　　有価証券評価損戻入額        

　  そ   の   他        

   営 業外収益合計       

 営 業 外 費 用        

　  支払利息及び割引料

 　 社 債 利 息        

　  そ   の   他        

   営 業外費用合計       

  経 常 利 益         

 特 別 利 益        

 　 固定資産売却益        

　  貸倒引当金戻入額

   特 別 利 益 合 計       

 特 別 損 失        

  　たな卸資産廃棄損        

　  固定資産売却損        

　  有価証券評価損        

　  投資有価証券消却損

 　 関係会社事業整理損

　  役員退職慰労金        

   特 別 損 失 合 計       

税引前中間(当期)純利益

税引前中間純損失         

 　 法人税及び住民税        

 　 法人税、住民税及び事業税

　 過年度法人税等戻入額

   法人税等調整額

中間(当期)純利益

中　間　純　損　失

前 期 繰 越 利 益         

過年度税効果調整額         

中間(当期)未処分利益         

中 間 未 処 理 損 失         

９１,７９３

８１,１３３

１０,６５９

６,０９９

４,５５９

２８４

１,１７６

１,１６１

７５０

３,３７２

９６８

６１９

７４０

２,３２７

５,６０４

６２

１１８

１８０

－

２９３

－

－

４２,１１３

５０９

４２,９１６

－

３７,１３１

－

７７

４２１

△１４,６５４

－

２２,１３３

３,３８４

６,０４４

－

１２,７０４

      ％

１００.０

８８.４

１１.６

６.６

５.０

３.６

２.５

６.１

０.２

４６.８

－

△４０.５

－

０.１

　０.５

△１６.０

－

△２４.１

１０３,３２７

　９０,１７８

１３,１４９

６,３２８

６,８２０

２４６

５,１５４

－

５４４

５,９４４

１,１５８

３３４

１,６３８

３,１３０

９,６３４

４８

１６０

２０８

－

２６

５,３５３

－

１,１１３

１９

６,５１３

３,３２９

－

１９２

－

－

－

３,１３７

－

３,４２７

－

６,５６４

－

      ％

１００.０

８７.３

  １２.７

    ６.１

    ６.６

    ５.７

    ３.０

    ９.３

    ０.２

    ６.３

３.２

－

０.２

－

－

－

３.０

－

△１１,５３

４

△　９,０４

４

△  ２,４９

０

△　 　２２

８

△  ２,２６

１

３８

△  ３,９７

８

１,１６１

２０６

△  ２,５７

１

△　 　１８

９

２８４

△　 　８９

７

△　 　８０

３

△  ４,０３

０

１４

△　　 　４

２

△　　　 ２

７

－

２６６

△  ５,３５

３

－

４０,９９９

４９０

３６,４０３

△　３,３２

９

３７,１３１

△     １９

２

７７

４２１

      ％

△１１.２

△１０.０

△１８.９

△　３.６

△３３.２

△４３.３

△２５.６

△４１.８

△１３.４

５５８.９

１９８,３０４

１７１,５７０

２６,７３４

１２,８５８

１３,８７６

６１３

１０,２５８

－

１,１４２

１２,０１５

２,２４５

９１９

４,６６０

７,８２５

１８,０６５

１０２

３６１

４６４

１,４５０

１５２

－

２７８

４,０７９

１９

５,９８０

１２,５４９

－

－

１,４２６

－

－

１１,１２３

－

３,４２７

－

１４,５５０

－

      ％

１００.０

  ８６.５

  １３.５

    ６.５

    ７.０

    ６.０

    ３.９

    ９.１

    ０.２

   

   

    ３.０

    ６.３

－

－

    ０.７

－

   －

    ５.６

－



－８－

(注)リース取引関係

　当中間会計期間 　前中間会計期間 　前　事　業　年　度

　  ① リース物件の取得価額相当額、

　　　 減価償却累計額相当額及び

　　　 中間期末(期末)残高相当額

取得価額

相 当 額

減価償却累

計額相当額

中 間 期 末

残高相当額

取得価額

相 当 額

減価償却累

計額相当額

中 間 期 末

残高相当額

取得価額

相 当 額

減価償却累

計額相当額

期末残高

相 当 額

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

　　　　　機 械 及 び 装 置 ６４６ ４８８ １５８ ６４６ ４２７ ２１８ ６４６ ４５８ １８８

　　　　　車 両 運 搬 具 ２１９ １４４ ７５ ２６２ １３０ １３１ ２４８ １４６ １０２

　　　　　工具器具及び備品 ３,６２３ ２,１０２ １,５２１ ３,７１７ １,８８８ １,８２９ ３,５４０ １,８５７ １,６８２

　　　　　ヘ リ コ プ タ ー      １７１         ７８         ９２      １７１         ３５      １３５      １７１         ５７      １１４

　　　　 　　合　　　　計 ４,６６１ ２,８１３ １,８４８ ４,７９７ ２,４８２ ２,３１４ ４,６０６ ２,５１９ ２,０８７

　　　　 なお、取得価額相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高が有形固定資産の中間期末(期末)残高等に占める

　　　 割合が低いため、「支払利子込み法」により算定しております。

　  ② 未経過リース料中間期末(期末)残高相当額

　　　　　１ 年 以 内 　   ８１５百万円 　   ８７５百万円 　   ８５９百万円

　　　　　１ 年 超   １,０３２百万円   １,４３９百万円   １,２２７百万円

　　　　 　　合　　　　計   １,８４８百万円   ２,３１４百万円   ２,０８７百万円

　　　 　なお、未経過リース料中間期末(期末)残高相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高が有形固定資産の中間

　　　 期末(期末)残高等に占める割合が低いため、「支払利子込み法」により算定しております。

　  ③ 支払リース料及び減価償却費相当額

　　　　　支 払 リ ー ス 料 　   ４６１百万円 　   ４７３百万円 　   ８８４百万円

　　　　　減価償却費相当額 　   ４６１百万円 　   ４７３百万円 　   ８８４百万円

　  ④ 減価償却費相当額の算定方法

　　 　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。



－９－

(３) 中間財務諸表作成の基本となる事項

　（イ）事業年度の財務諸表作成のために採用している会計処理の原則及び手続と異なる会計処理の基準

      ①  有形固定資産の減価償却費の計上基準

            中間会計期間末に保有する固定資産の年間減価償却費見積額を期間により按分して計上しております。

      ②  法人税、住民税及び事業税の計上基準

          　仮決算を行って計算した中間会計期間の課税所得に基づく税額を計上しております。

　（ロ）有価証券の評価基準及び評価方法

          取引所の相場のある有価証券　　　移動平均法による低価法（洗替え方式）

          その他の有価証券　　　　　　　　移動平均法による原価法

　（ハ）たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　  仕　入　製　品　　移動平均法による原価法

　　　　  製　　　　　品　　移動平均法による原価法

　　 　　 原　　材　　料　　移動平均法による原価法

　　　　　　　　　　　　　　　ベアリング、ねじ、計測機器、モーター及び特殊機器の材料

　　　　　 　　　　　   　　総平均法による原価法

　　　　　　　　　　　　　　　ホイール用材料

　　　　  仕　　掛　　品　　移動平均法による原価法

　　　　　　　　　　　　　　　ベアリング、ねじ、ホイール、モーター

　　　　　 　　　　　   　　個別法による原価法

　　　　　　　　　　　　　　　計測機器、特殊モーター、特殊機器

　 　　　 貯　　蔵　　品　　移動平均法による原価法

　　　　　　　　　　　　　　　ベアリング、ねじ、計測機器、モーター及び特殊機器の製造用消耗品

　　　　　 　　　　　   　　総平均法による原価法

　　　　　　　　　　　　　　　ホイール製造用消耗品

　（ニ）有形固定資産の減価償却の方法

　 　　　 法人税法に規定する定率法

なお、少額の減価償却資産（取得価額が１０万円以上２０万円未満の減価償却資産）については、事業年度

毎　　　　　　　　　に一括して３年間で均等償却しております。

　（ホ）リース取引の処理方法

          リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

　　　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（へ）その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理　　税抜方式によっております。

(４) 1 株当たり配当金

１１年９月中間期 １０年９月中間期 １１年３月期

中　　間 中　　間 年　　間

普通（旧）株式

　　　円　　　銭

－
　　　円　　　銭

－
　　　円　　　銭

   ７　　００

　　　　（うち）

　　　　　記念配 － － －
　　　　　特別配 － － －
新 株 式 － － －
優先株式 － － －



－１０－

(５)  税効果会計については、中間財務諸表規則の改正に基づき当中間期より早期に適用しております。これにより、中

間貸借対照表上「繰延税金資産」を流動資産に４,３５７百万円、「投資その他の資産」に１６,３４１百万円計上

しております。また、中間損益計算書の法人税等の調整項目として「法人税等調整額」を１４,６５４百万円、前

期繰越利益の調整項目として「過年度税効果調整額」を６,０４４百万円、それぞれ計上しております。この変更

により、前中間期と同一の基準によった場合に比べ、中間純損失は１４,６５４百万円、中間未処理損失は２０,６

９８百万円とそれぞれ減少しております。

(６)  ｢事業税｣は、前中間期まで、中間損益計算書上｢販売費及び一般管理費」に含めて表示しておりましたが、当中間

期より中間財務諸表規則の改正に基づき「法人税、住民税及び事業税」に含めて表示することといたしました。

なお、当中間期は利益に関連する金額を課税標準として課税される事業税は発生しておりません。

(７)  表 示 方 法 の 変 更

（イ）「関係会社短期貸付金」は、前中間期まで、中間貸借対照表上「流動資産のその他」に含めて表示しておりま

し　　　　　　　　　　　　　　　　　　たが、資産の総額の１００分の５を超えたため、当中間期より区分

掲記することといたしました。

　　　なお、前中間期の「流動資産のその他」に含まれている「関係会社短期貸付金」は、１２,１００百万円であります。

（ロ）未払事業税及び未払事業所税は、前中間期まで、中間貸借対照表上「未払事業税等」として区分掲記しており

ま　　　したが、当中間期より未払事業税（－百万円）は「未払法人税等」に含め、未払事業所税（２０百万

円）は「流動負債のその他」に含めて表示することといたしました。

この変更は、中間損益計算書上の事業税を「法人税、住民税及び事業税」に含めて表示することに伴う変更で

あります。



－１１－

　４．(１) 部　門　別　売　上　高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　(単位：百万円)

当　中　間　期 前　中　間　期 比　較　増　減 前　事　業　年　度
　　　　　 期　別

 部　門 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　　額 率
金　　　額 構成

比

(　　９,０２６) ％ (　１０,４０８) ％ (△　１,３８２) (△１３)％ (　１９,２１９) ％

ベ　ア　リ　ン　グ ２３ 　２２ 　２２

２１,４１９ 　２２,４４１ △　１,０２２  △  ５ 　４２,９７６

(　２９,１１７) (　３０,７９７) (△  １,６８０) (△  ５) (　５８,４６７)

電子機器及び部品 ５９ 　６２ 　６０

５４,３７７ 　６３,８３４ △　９,４５７  △１５ １１９,４９１

(　　１,０３２) (　　　 ８４８) ( 　　　１８４) (  ２２) (　　１,７９９)

機 械 部 品 ６ 　　６ 　　６

５,８８１ 　　５,８７５ ６      ０ １１,５２８

(　　　　１４１) (　　　 　８１) (　　　 　６０) (　７４) (　　　 １７３)

輸送用機器及び部品 ２ １ ２

１,４１９   １,４５５ △　 　　３６  △　２ 　　３,６２４

(　　　　　６) (　　　 　　５) (　　　　 　１) (　２０) (　　　 　１１)

特殊機器及び部品 ４ ３ ３

３,３６０ 　　３,４６２ △　 　１０２  △  ３ ６,９３４

(  　５,２５９) (　　５,９６８) (△　 　７０９) (△１２) (　１３,６２０)

そ　　　の　　　他 ６ 　　６ 　　７

５,３３７ 　　６,２６０ △　 　９２３  △１５ １３,７５１

(　４４,５８１) (　４８,１０７) (△　３,５２６) (△　７) (　９３,２８９)

　　合　　　計 １００ １００ １００

９１,７９３ １０３,３２７ △１１,５３４  △１１ １９８,３０４

　(注) 1． 金額は、販売価格（消費税等抜き）によっております。

　　　 2． (　　)内は、内数で輸出売上高であります。なお、この輸出売上高の大半は、海外において当社グループが

　　　　　　生産したものを、当社が輸入して販売したものであります。

　　　(２) 部門別受注高及び受注残高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　 (単位：百万円)

当　中　間　期 前　中　間　期 比　較　増　減 前事業年度　 　 　　　期

別

 部　門
受　注　高 受注残高 受　注　高 受注残高 受　注　高 受注残高 受注残高

(　 　９,１９５) (     ８,０６５) (   １０,７９２) (   　８,９６９) (△   １,５９７) (△      ９０４) (  　７,８９６)

ベ　ア　リ　ン　グ

２１,５１８ １６,４０２ 　２２,９３８ 　１７,２８６ △   １,４２０  △      ８８４ 　１６,３０３

(   ２９,００９) (　１１,５５３) (   ３０,８４２) (   １４,１５４) (△   １,８３３) (△   ２,６０１) (  １１,６６１)

電子機器及び部品

５３,９８６ １７,６４１ 　６４,７４５ 　２２,６２２ △ １０,７５９  △   ４,９８１ 　１８,０３２

(   　１,０５１) (　　 　３３１) (   　　 ９９１) (   　　 ３９３) (           ６０) (△         ６２) ( 　 　 ３１２)

機 械 部 品

５,８３４ ２,９５６ 　　５,５０７ 　　３,２８６ ３２７  △      ３３０ 　　３,００３

( 　 　　１６１) (          ２３) (   　　　 ８３) (   　　 　　７) (           ７８) ( 　 　  　１６) ( 　 　 　　３)

輸送用機器及び部品

１,４０４ １６９ 　　１,５８６ 　　　 ２５４ △       １８２  △         ８５ 　　　 １８４

(　　  　　　６) (　　 　  　－) (   　　 　　５) (   　　 　　－) (             １) (　　  　　　－) (  　　 　　－)

特殊機器及び部品

３,８５４ ４,５３０ 　　２,８３５ 　　４,４３５ １,０１９ ９５ 　　４,０３６

(　　 ５,５９２) (　　１,２６６) (   　６,１１９) (   　１,１８８) (△      ５２７) ( 　   　　７８) (  　　 ９３３)

そ　　　の　　　他

５,６２６ １,３３３ 　　６,４３４ 　　１,３３８  △ 　   ８０８  △           ５ 　　１,０４４

(   ４５,０１４) (　 ２１,２３８) (   ４８,８３２) (   ２４,７１１) (△  ３,８１８) (△  ３,４７３) (  ２０,８０５)

　　合　　　計

９２,２２２ ４３,０３１ １０４,０４５ 　４９,２２１ △ １１,８２３ △ 　６,１９０ 　４２,６０２

　(注) 1． 金額は、販売価格（消費税等抜き）によっております。

      2． (　　)内は、内数で輸出受注高または、輸出受注残高であります。



－１１－

５． 有 価 証 券 の 時 価 等
                           　　　　　　　　　　　　　　　       　　　　　                   　  　（単位：百万

円）

当中間会計期間末 前中間会計期間末 前 事 業 年 度 末

種           類 中間貸借対

照表計上額
時　　　価 評価損益

中間貸借対

照表計上額
時　　　価 評価損益

貸借対照表

計　上　額
時　　　価 評価損益

 ① 流動資産に属するもの

株　　　　　式 ９,５３３ １１,０４７ １,５１３ 　４,８４４ ４,８３７△　 　　７ 　８,４２８ ８,６２３ 　 　１９５

債　　　　　券 － － － － － － － － －

そ　　の　　他 － － － １,６２３ １,０７８△　 ５４５ 　１,６３２ １,２７０△ 　３６２

小       計 ９,５３３ １１,０４７ １,５１３ ６,４６８ ５,９１５△ 　５５３ １０,０６０ ９,８９３△ 　１６６

 ② 固定資産に属するもの

株　　　　　式 － － － － － － － － －

債　　　　　券 － － － － － － － － －

そ　　の　　他 － － － － － － － － －

小       計 － － － － － － － － －

合           計 ９,５３３ １１,０４７ １,５１３ ６,４６８ ５,９１５△ 　５５３ １０,０６０ ９,８９３△ 　１６６

　(注) 1. 時価(時価相当額を含む)の算定方法

　　　　　　　上 場 有 価 証 券　･････････････････ 主に、東京証券取引所の最終価格によっております。

　　　　　　　店頭売買有価証券　･････････････････ 日本証券業協会の公表する売買価格等によっております。

              非上場の証券投資信託の受益証券　･････　 基準価格によっております。

 　　　2. 株式（流動資産に属するもの）には､ 自己株式を含めて表示しております｡

　　　　　  なお、評価損益は、次のとおりであります。

 当中間会計期間末  前中間会計期間末  前 事 業 年 度 末

流動資産に属するもの 　△　　０百万円 　△　　０百万円 ０百万円

       3. 開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額

 当中間会計期間末  前中間会計期間末  前 事 業 年 度 末

固定資産に属するもの  非上場株式      １５４,０５１百万円 １６８,４５０百万円 １７０,０３９百万円
　 (店頭売買株式を除く)



－１２－

６．  デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

  　通　貨  関　連                                                         　　　　　　　　　     　（単位：百万円）

区 当 中 間 会 計 期 間 末 前 中 間 会 計 期 間 末 前　事　業　年　度　末

種      類
契　約　額　等 契　約　額　等 契　約　額　等

分 うち１年

超

時  価 評価損益
うち１年

超

時  価 評価損益
うち１年

超

時  価 評価損益

市

場

取

引

 為替予約取引

   売      建 － － － － － － － － － － － －

以

外

の

取

引

   買　    建

     豪 ド ル － － － －    ５２ －    ５６   　 ３    ５２ －    ５４   　 １

合　　　　 計 － － － －    ５２ －    ５６   　 ３    ５２ －    ５４   　 １

   (注) 1. 時価の算定方法

             先物為替相場を使用しております。

        2. ｢外貨建取引等会計処理基準｣により外貨建金銭債権債務等に振り当てたデリバティブ取引については、注記の

　　　　　 対象から除いております。

        3. 上記の為替予約取引の買建は、リバース・デュアル・カレンシー・ローンにかかる金利の支払いに備えるため

           のものであります。


